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【令和３年度　企業局事業別決算概要】

Ｒ３ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ２

電気事業 供給電力量 供給電力量 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

（ＭＷｈ) （ＭＷｈ)

857,860 761,021 8,584 7,420 2,271 1,518 2,162 1,518
増減 96,839 1,164 753 644

給水水量 給水水量

(千㎥) (千㎥)

45,580 45,430 1,594 1,584 266 229 370 235
増減 150 10 37 135

水道事業 給水水量 給水水量

(千㎥) (千㎥)

65,536 65,536 4,282 4,282 1,054 1,216 1,056 1,226
増減 0 0 △ 162 △ 170

団地造成事業 分譲面積 分譲面積

(ｈａ) (ｈａ)

24.1 5.7 4,590 1,061 838 △ 119 738 △ 115
増減 18.4 3,529 957 853

施設管理事業

・ゴルフ場 利用者数 利用者数

（人） （人）

220,134 182,323 544 470 116 △ 43 △ 89 △ 605
増減 37,811 74 159 516

・賃貸ビル 貸付面積 貸付面積

（㎡） （㎡）

4,495 4,468 130 126
増減 27 4

・格納庫 貸付面積 貸付面積

（㎡） （㎡）

2,541 2,380 42 39
増減 161 3

合　計

19,767 14,984 4,547 2,801 4,238 2,258
増減 4,783 1,746 1,980

令和３年度　群馬県企業局の決算について（速報）

事業実績 料金等収入 経常損益 純損益
区分

（税抜き額）

工業用水道事業

　令和３年度の企業局５事業全体の経常利益は、電力の地産地消の取組である「電源群馬
水力プラン」の推進、八ッ場発電所運転開始に伴う供給電力量の増加、団地造成事業の分
譲面積の増加などにより、前年度に比べて１７億４６百万円増加し、４５億４７百万円で
した。
　純利益は、前年度に比べて１９億８０百万円増加し、４２億３８百万円となりました。

※表の数値は、表示単位未満の端数調整の関係で、合計と一致しない場合があります。



【決算の主な特徴】

●電気事業

●工業用水道事業

●水道事業

●団地造成事業

　・　分譲面積は、前年度に比べて１８．４ｈａ増加し、２４．１ｈａ

●施設管理事業

　　前年度に比べて７億５３百万円増加し、２２億７１百万円

　　ゴルフ場事業の納付金が増加したことに加え、前年度に計上した減損損失の反動により、

　・　料金等収入は、ゴルフ場事業で、新型コロナウイルス感染症感染拡大に伴う営業休止

　　が今年度は発生しなかったため、指定管理者納付金を減額した前年度に比べ、

　・　経常利益は、ゴルフ場事業の納付金が増加したことに加え、固定資産除却費の減少など

　　により、前年度に比べて１億５９百万円増加し、１億１６百万円

　・　純損益は、旧上武ゴルフ場の廃止に伴う特別損失２億１７百万円を計上したものの、

　・　純利益は、前年度に比べて８億５３百万円増加し、７億３８百万円

　・　純利益は、前年度に比べて１億７０百万円減少し、１０億５６百万円

　・　給水水量及び給水収益ともほぼ前年度並み

　・　経常利益は、修繕費の減少等により、前年度に比べて３７百万円増加し、

　　１億６２百万円減少し、１０億５４百万円

　・　給水水量及び給水収益とも前年度並み

　・　経常利益は、企業債繰上償還に伴う補償金を計上したことなどから、前年度に比べて

　　などにより、前年度に比べて１億３５百万円増加し、３億７０百万円

　・　経常利益は、修繕費の増加等があったものの、販売電力料が増加したことなどにより、

　・　降雨量は平年並みとなったものの、電力の地産地消の取り組みである

　　八ッ場発電所運転開始などにより、販売電力料は１１億６４百万円増加し、

　　「電源群馬水力プラン」の推進、一部発電所の売電契約における一般競争入札への移行、

　　８５億８４百万円

　　２１億６２百万円

　　前年度に比べて５億１６百万円増加し、８９百万円の純損失

　・　純利益は、関根発電所の浸水事故に伴う特別損失１億９百万円を計上したものの、

　・　純利益は、受水企業からの契約水量減量に伴う負担金収入９０百万円を計上したこと

　　２億６６百万円

　・　経常利益は、分譲収入の増加により、前年度に比べて９億５７百万円増加し、

　　８億３８百万円

　　販売電力料が増加したことなどにより、前年度に比べて６億４４百万円増加し、

　　８１百万円増加し、７億１６百万円


